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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第80期

前第３四半期
連結累計期間

第81期
当第３四半期
連結累計期間

第80期
前第３四半期
連結会計期間

第81期
当第３四半期
連結会計期間

第80期

会計期間

自　平成20年
４月１日

至　平成20年
12月31日

自　平成21年
４月１日

至　平成21年
12月31日

自　平成20年
10月１日

至　平成20年
12月31日

自　平成21年
10月１日

至　平成21年
12月31日

自　平成20年
４月１日

至　平成21年
３月31日

売上高 （百万円） 51,406 51,675 18,964 23,135 86,534

経常利益 （百万円） 1,092 1,466 659 1,298 3,033

四半期（当期）純利益 （百万円） 272 725 198 683 1,192

純資産額 （百万円） － － 18,166 19,217 18,826

総資産額 （百万円） － － 67,044 63,490 64,563

１株当たり純資産額 （円） － － 551.37 583.31 571.38

１株当たり四半期（当

期）純利益
（円） 8.28 22.01 6.03 20.75 36.18

潜在株式調整後１株当

たり四半期（当期）純

利益

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 27.1 30.3 29.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △3,102 △4,079 － － 1,984

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 677 △332 － － 290

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,324 1,648 － － △1,508

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） － － 5,047 4,201 6,969

従業員数 （人） － － 893 902 892

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

４　第80期においては、工事期間が１年以上でかつ請負金額が３億円以上の工事については工事進行基準を、その

他の工事については工事完成基準を適用しております。

５　第81期第１四半期連結会計期間から、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号）及び「工事契

約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号）を適用しております。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 902[123]

（注）　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は [　] 内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 879[123]

（注）　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は [　] 内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

事業の種類別セグメントの名称

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

（百万円）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

（百万円）　

設備工事事業 － － （－）

機器製造販売事業 3,052 1,539（49.6％減）

合計 3,052 1,539（49.6％減）

　（注）１　金額は、売上原価により算出しております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３　当社グループでは設備工事事業における生産実績を定義することは困難であるため、「生産実績」は記載して

おりません。

 

(2）受注実績

事業の種類別セグメントの名称

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

（百万円）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

（百万円）　

設備工事事業 17,874 15,925（10.9％減）

機器製造販売事業 3,272 1,301（60.2％減）

合計 21,146 17,227（18.5％減）

　（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3）販売実績

事業の種類別セグメントの名称

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日　
至　平成20年12月31日）

（百万円）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

（百万円）　

設備工事事業 15,334 21,874（42.7％増）

機器製造販売事業 3,630 1,261（65.3％減）

合計 18,964 23,135（22.0％増）

　（注）１　売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであります。

前第３四半期連結会計期間

㈱竹中工務店 1,900百万円 10.0％

当第３四半期連結会計期間

㈱竹中工務店 2,451百万円 10.6％

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。

①　受注高、売上高、繰越高

期別 区分
期首繰越高

(百万円)

期中受注高

(百万円)

計

(百万円)

期中売上高

(百万円)

期末繰越高

(百万円)

前第３四半期累計期間

（自平成20年４月１日

至平成20年12月31日）

設備工事事業      

空調工事 38,61647,23485,85029,78856,062

衛生工事 17,85211,81029,66211,41118,251

計 56,46859,045115,51341,19974,314

機器製造販売事業 2,272 10,07512,348 9,439 2,908

合計 58,74069,121127,86150,63977,222

当第３四半期累計期間

（自平成21年４月１日

至平成21年12月31日）

設備工事事業      

空調工事 41,76534,86476,63036,58940,041

衛生工事 13,74313,10026,843 9,976 16,867

計 55,50847,965103,47346,56556,908

機器製造販売事業 2,353 4,002 6,356 3,816 2,539

合計 57,86151,968109,82950,38159,448

前事業年度

（自平成20年４月１日

至平成21年３月31日）

設備工事事業      

空調工事 38,61658,60797,22355,45841,765

衛生工事 17,85213,46531,31817,57413,743

計 56,46872,072128,54173,03355,508

機器製造販売事業 2,272 12,69614,96812,614 2,353

合計 58,74084,769143,50985,64857,861

　（注）１　前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に変更のあるものについては、期中受注高にそ

の増減額を含みます。したがって、期中工事高にもかかる増減額が含まれます。

２　期末繰越高は（期首繰越高＋期中受注高－期中売上高）であります。

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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②　受注高

期別 区分 官公庁(百万円)民間(百万円) 計(百万円)

前第３四半期会計期間

（自平成20年10月１日

至平成20年12月31日）

設備工事事業    

空調工事 1,392 11,991 13,384

衛生工事 207 3,296 3,504

計 1,599 15,288 16,888

機器製造販売事業 － 3,272 3,272

合計 1,599 18,561 20,160

当第３四半期会計期間

（自平成21年10月１日

至平成21年12月31日）

設備工事事業    

空調工事 1,184 12,559 13,744

衛生工事 895 1,064 1,960

計 2,080 13,624 15,705

機器製造販売事業 － 1,301 1,301

合計 2,080 14,925 17,006

　（注）１　前第３四半期会計期間における受注高のうち請負金額４億円以上の主なものは、次のとおりです。

㈱テーオーシー 「（仮称）ＭＭ２１－２８街区計画」機械設備工事 平成21年９月完成予定

㈱竹中工務店
ＮＯＫ福島事業場新第一工場棟新築工事に伴うユーティ

リティー設備工事（Ⅰ期工事）
平成21年６月完成予定

清水建設㈱
（仮称）高座渋谷駅前複合ビル建設工事に伴う空気調和

衛生設備工事
平成21年12月完成予定

オリックス不動産㈱ （仮称）ホテル　イル・パラッツォ増改築工事 平成21年７月完成予定

西松建設㈱
聖隷佐倉市民病院第２期工事（医局棟）給排水衛生設備

・冷暖房換気設備
平成22年３月完成予定

当第３四半期会計期間における受注高のうち請負金額２億円以上の主なものは、次のとおりです。

三洋電機㈱
三洋電機㈱ソーラー事業部　二色の浜工場Ｃ棟新築工事

に伴う生産付帯設備（機械設備）Ⅱ期工事
平成22年９月完成予定

味の素エンジニアリング

㈱
ヤマキ株式会社関東工場第１期工事 平成22年８月完成予定

国立大学法人岩手大学 岩手大学上田団地ボイラー設備工事 平成22年３月完成予定

㈱竹中工務店 関学中学部教室・体育館棟　空気調和設備工事 平成23年２月完成予定

国立大学法人宇都宮大学
宇都宮大学（峰町）総合研究棟（農学部１４号館北・南

棟）改修機械設備工事
平成22年３月完成予定

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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③　売上高

期別 区分 官公庁(百万円)民間(百万円) 計(百万円)

前第３四半期会計期間

（自平成20年10月１日

至平成20年12月31日）

設備工事事業    

空調工事 962 8,390 9,353

衛生工事 1,691 3,713 5,405

計 2,654 12,104 14,758

機器製造販売事業 － 3,630 3,630

合計 2,654 15,734 18,389

当第３四半期会計期間

（自平成21年10月１日

至平成21年12月31日）

設備工事事業    

空調工事 2,616 13,714 16,331

衛生工事 2,378 2,291 4,670

計 4,995 16,006 21,001

機器製造販売事業 － 1,261 1,261

合計 4,995 17,267 22,262

　（注）１　前第３四半期会計期間完成工事のうち請負金額２億円以上の主なものは、次のとおりです。

㈱竹中工務店 （仮称）三井不動産武蔵小杉駅前グランド地区計画新築工事

中之島高速鉄道㈱ 中之島新線建設工事のうち中之島駅機械設備（空調・換気設備）工事

㈱大林組 （仮称）東札幌ショッピングセンター計画機械設備工事

戸田建設㈱ 大船渡市民文化会館（仮称）建設工事に伴う衛生空調設備工事

㈱ツムラ ㈱ツムラ静岡工場ＳＤ棟空調・給水設備改修工事

当第３四半期会計期間完成工事のうち請負金額５億円以上の主なものは、次のとおりです。

独立行政法人国立病院機構

熊本医療センター
独立行政法人国立病院機構熊本医療センター病院建物更新築工事（衛生）

鹿島建設㈱ 日本ガイシ㈱小牧事業所ＮＡＳ電池工場増設に伴う空気調和衛生設備工事

島根三洋電機㈱ 島根三洋電機㈱第三工場　第二期工事　空調機械設備工事

東鉄工業㈱ ホテルメトロポリタン高崎改修工事に伴う空調設備工事

㈱竹中工務店 アステラス加島Ｒ１・２改　空気調和設備工事

２　売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであります。

前第３四半期会計期間

㈱竹中工務店 1,900百万円 10.3％

当第３四半期会計期間

㈱竹中工務店 2,451百万円 11.0％

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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④　繰越高（平成21年12月31日現在）

区分 官公庁(百万円)民間(百万円) 計(百万円)

設備工事事業    

空調工事 11,304 28,736 40,041

衛生工事 2,407 14,459 16,867

計 13,711 43,196 56,908

機器製造販売事業 － 2,539 2,539

合計 13,711 45,736 59,448

　（注）１　繰越工事のうち請負金額17億円以上の主なものは、次のとおりです。

㈱大林組 衆議院新議員会館北棟空調設備工事 平成24年12月完成予定

㈱テーオーシー 「（仮称）ＭＭ２１－２８街区計画」機械設備工事 平成22年３月完成予定

安藤建設㈱
独立行政法人国立病院機構千葉医療センター新築工事に

伴う空調給排水衛生設備工事
平成22年３月完成予定

総合病院国保旭中央病院 総合病院国保旭中央病院新本館空調設備工事 平成23年３月完成予定

清水建設㈱
財団法人平成紫川会　社会保険小倉記念病院衛生設備工

事
平成22年７月完成予定

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。
 
(1) 業績の状況

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済を顧みますと、世界的な不況の影響により、企業収益や雇用情勢は依

然として厳しい状況が続いており、景気の自律的な回復の動きは弱いものの、国内外の経済対策の効果などを背景に、

足元では外需型の産業を中心に持ち直しの動きが出てきた様です。

　当社グループの関連事業の環境は、設備工事事業につきましては、官公需の減少に加えて、景気低迷に伴う民間企業

の設備投資の削減により、全体の需要は大きく縮小しました。

　精密環境制御機器の製造販売事業につきましては、前年度に引き続き半導体製造機器向けの需要は低水準で推移し、

また、前年度中盤過ぎまで順調に推移した液晶製造装置向け需要も、液晶テレビの購買力の低下や液晶パネルの価格

の下落に伴い、前年度終盤から急減速し、当第３四半期連結会計期間の機器製品全体の受注高、売上高は前年同期を大

幅に下回りました。

　こうした経営環境の下で、当社グループは業績の向上に総力を上げて取り組んでまいりました。その結果、当第３四

半期会計期間の売上高は231億３千５百万円（前年同期比22.0％増加）、営業利益は12億７千８百万円（前年同期比

97.5％増加）、経常利益は12億９千８百万円（前年同期比96.7％増加）、四半期純利益は６億８千３百万円（前年同

期比243.8％増加）となりました。
 
　事業の種類別セグメントの業績を示すと次のとおりであります。
 
（設備工事事業）

売上高 21,874百万円 (　42.7％)

営業利益 1,355百万円 ( 137.2％)

　受注高は159億２千５百万円で前年同期比10.9％の減少となりました。

　一方、売上高は、工事進行基準の適用範囲の拡大による影響や、海外子会社の売上高の増加の影響などにより、前年同

期比42.7％の増加となりました。売上総利益率はほぼ前年同期並みですが、売上高の増加による売上総利益の増加と

販売費及び一般管理費の減少により、営業利益は前年同期比137.2％の増加となりました。
 
（機器製造販売事業）

売上高 1,261百万円 (△65.3％)

営業損失 76百万円 (　――　)

　受注高は13億１百万円で前年同期比60.2％の減少となりました。

　売上高につきましては、受注高の大幅な減少を受け、前年同期比65.3％の減少となりました。前年同期に発生した一

部製品の開発コスト負担が無くなり、手数料や荷造運送費などの販売費も減少しましたが、大幅な売上高減少の影響

により、７千６百万円の営業損失となりました。

　

(2) 財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の財政状態は、総資産が634億９千万円（前年度末比10億７千２百万円減少）となりま

した。主な増加は、未成工事支出金の増加20億３千万円、共同企業体工事の立替や消費税還付未収入金など、その他流

動資産の増加26億９千２百万円です。主な減少は、現金預金の減少27億６千８百万円、受取手形・完成工事未収入金等

の減少35億５千２百万円です。　

　負債総額は442億７千２百万円（前年度末比14億６千４百万円減少）となりました。主な増加は、短期借入金の増加

25億円、未成工事受入金の増加５億９百万円、共同企業体工事の預り金など、その他流動負債の増加６億３千２百万円

です。主な減少は、支払手形・工事未払金等の減少39億６千２百万円、長期借入金の返済による減少３億７千８百万

円、未払法人税等の減少６億５千９百万円です。

　純資産は192億１千７百万円（前年度末比３億９千１百万円増加）となりました。これは、配当金の支払４億６千１

百万円、四半期純利益７億２千５百万円、その他有価証券評価差額金の増加１億２千３百万円などによるものです。
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(3) キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期連結会計期間末より８

百万円減少し、42億１百万円となりました。

　

　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

　当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金の減少は25億４千２百万円（前年同期比９億３千１百万円

増加）となりました。これは、主として、仕入債務の支払や未成工事支出金等の投入による支出が、売上債権の回収や

未成工事受入金などの収入を34億１千６百万円上回ったこと、法人税等の支払５億７千７百万円などによるもので

す。

　

　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は２億５千１百万円（前年同期比１千６百万円減

少）となりました。これは、主として投資有価証券の取得などによるものです。

　

　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

　当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金の増加は27億７千万円（前年同期比９千６百万円増加）と

なりました。これは、主として借入金の調達などによるものです。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。
 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。
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Ⅰ．当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
 

当社は、平成20年５月15日開催の取締役会において、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保

し、向上させることを目的として、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

（以下「基本方針」といいます。）を決定しました。その内容は以下のとおりです。

当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業価値ひいて

は株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保・向上していくことを可能とする者であることが必要で

あると当社は考えています。上場会社である当社の株券等については、株主、投資家の皆様による自由な取引が認

められており、当社取締役会としては、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的には

株主の皆様全体の意思により決定されるべきであり、当社の株券等に対する大規模買付行為（下記Ⅲ．2) (1)に

おいて定義されます。以下同じとします。）があった場合、当社株券等を売却するかどうかの判断も、最終的には

当社の株券等を保有する株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えます。また、当社は、当社の株券等

の大規模買付行為がなされる場合であっても、これが当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に資する

ものであれば、これを否定するものではありません。

しかしながら、近年わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、一方的に大規模買

付行為を強行する動きが顕在化しております。そして、かかる株券等の大規模買付行為の中には、その目的等から

見て対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株券等の売却を事

実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株券等の大規模買付行為の内容等について検討し

あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者

の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業

価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

当社が今後も企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保し向上させるためには、長年培ってきた顧客や

協力会社との信頼関係の維持、技術力・施工力の研鑽による競争力の向上、空気調和衛生設備の派生技術の応用

による新事業分野の開拓、財務内容、収益力、社員待遇など総合的な企業体質の向上などの中長期的な視点に立っ

た事業展開が必要不可欠であり、これらが当社の株券等の大規模買付行為を行う者により確保され、向上させら

れるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益は毀損されることになります。また、外部者

である買収者が大規模買付行為を行う場合に、株主の皆様が最善の選択を行うためには、当社の有形無形の経営

資源、将来を見据えた施策の潜在的効果、その他当社の企業価値を構成する事項等、様々な情報を適切に把握した

上で、当該大規模買付行為が会社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に及ぼす影響を判断する必要があ

りますが、かかる情報が明らかにされないまま大規模買付行為が強行される場合には当社の企業価値ひいては株

主の皆様の共同の利益は毀損される可能性があります。

　当社としては、このような当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に資さない大規模買付行為を行う

者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大規模買付行

為に対しては必要かつ相当な対抗手段を講じることにより、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を

確保する必要があると考えます。

 

Ⅱ．基本方針の実現に資する特別な取組み
 

1) 当社の今後の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の確保・向上に向けた取組みについて
 

(1) 当社の企業価値の源泉について
 

当社の企業価値の源泉は、設備工事事業の公共性、機器製造販売事業の独自性を踏まえ、①創業以来80有余年

の社歴により培われた顧客や協力会社との信頼関係、②長い社歴に裏打ちされた豊富な実績と確かな技術力、

③熟練した技術を有し、当社の設備工事事業および機器製造販売事業の事業特性を十分に把握した従業員の存

在であると考えております。

当社は、これらの企業価値の源泉に基づき、「地球環境と資源を大切にしながら、空気・水・熱の科学に基づ

く高度な技術によって、最適空間を創造し、人類文化の発展に貢献する」ことを使命とし、エンジニアリングコ

ンストラクターとして積極的な事業展開を図り、たえず未来を見つめた技術の開発に取組み、時代の変化に俊

敏に対応することを企業の精神としています。会社と職場および社員は「人間尊重の経営」、「働き甲斐のあ

る職場」、「自己研鑽とチャレンジ精神溢れる行動」をポリシーとして、人と地球の「最適環境」の創造をめ

ざし、たゆまぬ努力を続けてまいります。
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(2) 中期経営計画について
 

当社グループは３ケ年を計画期間とする中期経営計画を策定し、中期的な経営の指針としております。当社

は、これまで、第12次中期経営計画（2005年４月～2008年３月）の基本方針に基づいて、収益力の回復、企業体

質の強化などの対策を進めてきており、工事利益の回復、機器事業部の基盤整備など相応の成果を上げて、その

計画期間を終了いたしました。これを受け、当社は、第13次中期経営計画（2008年４月～2011年３月）を策定い

たしました。第13次中期経営計画の骨子は次のとおりです。
　

①　基本方針 
　

第12次中期経営計画で掲げた「設備業界において大手専門業者に相応しい会社内容を目指す」、「先端分

野への取組みを重視するとともに、派生する技術の応用による新分野に積極的に進出し、事業の拡大を目指

す」という２つの『会社の方向性』を引き続き基盤に置き、次の３項目を基本方針とする。

(a) 「利益重視の経営」を基本に置き、着実な業績の拡大を図る

(b) 社会や顧客のニーズに応えうる営業力と技術力の更なる強化、向上に努める

(c) 「企業の社会的責任」を今一層果たせるよう企業体質の強化、社内体制の整備を図る
　

②　重点的課題 
　

(a) 優良市場、成長分野への積極的な展開

(b) 収益力、コスト競争力の強化

(c) 人材の確保と育成

(d) ＣＳＲ（企業の社会的責任）への取組み強化
　

③　事業別施策
　

(a) 設備工事事業

• 積極的な採用と柔軟性のある人事異動の推進により、市場性と成長性が見込める重点地域に人員を効

果的に配置する。

• 産業施設やリニューアル物件への積極的な営業展開、およびアフターフォロー管理の整備・強化によ

り民間元請工事の受注を拡大する。

• 発注方法見直し等による購買価格のコストダウン、目標利益の管理徹底・強化、現場業務の効率化等に

よりコスト競争力を強化する。

• 市場性と顧客ニーズに重点を置いた技術開発、および新分野への進出を目指した技術開発を推進する。

 

(b) 機器製造販売事業

• サービス体制の拡充、製品の納期短縮、品質向上により顧客満足度の向上に努める。

• 最新の生産管理技術の導入により原価低減を推進する。

• 新技術・新製品の開発推進を加速化するとともに、社内管理体制を再整備することで、安定成長経営体

制を確立する。

(c) 海外事業

• 安定的な施工能力の確保、社内管理体制の強化等により、亞太朝日の経営安定化を推進する。
　

④　最終年度の目標

(a) 連結受注高　　　　94,300百万円

(b) 連結売上高　　　　93,300百万円

(c) 連結当期純利益　　 1,200百万円
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2) 企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益向上の基盤となる仕組みについて
 

コーポレートガバナンスの強化 
 

当社は、企業の社会的責任の重要性を認識し、株主を始め様々なステークホルダーの利益を尊重し、企業価値

を高めていくことを目的として、経営上の組織や仕組みを改善し、コーポレートガバナンスを強化することを

最も重要な経営課題として位置づけています。

当社は平成18年６月より執行役員制度を導入し、経営効率の向上と意思決定の迅速化、意思決定・監督機能

と業務執行機能の分担の明確化を図っております。

取締役会は社外取締役２名を含む取締役12名で構成され、２ケ月に１回の定例取締役会の他、必要に応じて

臨時取締役会を開催し、重要事項の決定および業務執行状況の監督を行うとともに常勤取締役および常勤監査

役により構成される経営会議を毎月１回開催し、取締役会付議事項その他の重要事項について審議をいたして

おります。

監査役会は社外監査役３名を含む４名の体制をとっています。監査役は監査役会が定めた監査の方針、監査

計画に基づき、業務および財産の状況を調査し、取締役会その他の重要な会議に出席し、取締役の業務執行状況

を監査しております。

内部監査部門としては、業務執行部門とは独立した社長直轄の「内部監査室」を設置し、選任スタッフの他

に会計監査人とは独立した社外の公認会計士をアドバイザリースタッフに迎えています。内部監査室は監査室

の監査計画に基づき業務監査・会計監査を実施し、公正かつ客観的な立場から、経営に対し評価・助言を行い、

各部門の業務の改善を推進しています。

また、九段監査法人より会計監査人として独立の立場から監査を受けております。監査役、内部監査部門およ

び会計監査人は、監査報告等の定期的な会合を含め、必要に応じて情報交換を行い相互の連携を図っておりま

す。

さらに、取締役の経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を確立することを目的

として、取締役の任期を選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の

時までとしております。

当社は、今後も経営上の組織や仕組みを改善し、取締役制度、監査役制度の機能を強化することによって、よ

り充実したコーポレートガバナンスの実現に努めるとともに、株主・投資家の皆様に対しては、常に投資者の

視点に立った迅速・正確かつ公平な会社情報の開示に努め、経営の透明性を高めてまいります。

 

Ⅲ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するた

めの取組み
 

当社は、平成20年５月15日開催の取締役会において、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務およ

び事業の方針の決定が支配されることにより当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益が毀損されるこ

とを防止するための取組みの一つとして、当社の株券等の大規模買付行為に関する対応方針（以下「本対応方

針」といいます。）の導入に関する議案を平成20年６月27日開催の当社第79回定時株主総会に付議することを決

定し、当該定時株主総会において、株主の皆様にご承認いただきました。

本対応方針の導入の目的および概要は以下のとおりです。
 

1) 本対応方針導入の目的
 

本対応方針は、以下のとおり、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させることを

目的として、上記Ⅰ.に記載した基本方針に沿って導入されたものです。当社取締役会は、基本方針に定めると

おり、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に資さない大規模買付行為を行う者は、当社の財務お

よび事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えています。そして、こうした不適切な者によっ

て当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同

の利益に反する大規模買付行為を抑止するためには、当社株券等に対する大規模買付行為が行われる際に、当

社取締役会が株主の皆様に代替案を提案したり、あるいは株主の皆様がかかる大規模買付行為に応じるべきか

否かを判断するために必要な情報や時間を確保すること、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とする

枠組みが必要不可欠であると判断しました。

以上の理由により、当社は、平成20年６月27日に開催の当社第79回定時株主総会で株主の皆様のご承認をい

ただき、本対応方針を導入いたしました。 
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2) 本対応方針の概要
 

(1) 本対応方針に係る手続
 

本対応方針は、(a)当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合の合計が20％以上となる買

付け、もしくは、(b)当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合およびそ

の特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付けに該当する行為またはこれらに類似する

行為（ただし、当社取締役会が予め承認したものを除きます。以下「大規模買付行為」といいます。）がなさ

れ、またはなされようとする場合を適用対象とし、かかる大規模買付行為を行おうとする者（以下「大規模買

付者」といいます。）が現れた場合に、当該大規模買付者に対し、事前に当該大規模買付行為に関する情報の提

供を求め、当社が、当該大規模買付行為についての情報収集・検討等を行う時間を確保した上で、株主の皆様に

当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、大規模買付者との交渉等を行うための手続を定めるものです。な

お、大規模買付者には、本対応方針に係る手続を遵守していただくこととし、大規模買付者は、本対応方針に係

る手続の開始後、(i)独立委員会による対抗措置の発動または不発動の勧告等により独立委員会による検討期

間が終了するまでの間、および(ⅱ)独立委員会による検討期間終了後であっても、対抗措置の発動の可否を問

うための株主総会が招集された場合には、当該株主総会において対抗措置の発動に関する決議がなされるまで

の間、大規模買付行為を実行してはならないものとしております。
 

(2) 新株予約権の無償割当てによる対抗措置の発動
 

大規模買付者が本対応方針において定められた手続に従うことなく大規模買付行為を行う場合、または、大

規模買付者による大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうおそれ

がある場合等には、当社は、当該大規模買付者その他一定の者による権利行使は認められないとの行使条件お

よび当社が当該一定の者以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得する旨の取得条項が付された新

株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）を、その時点の当社を除く全ての株主に対して新株予約権無

償割当ての方法（会社法第277条以下に規定されます。）により割り当てます。なお、会社法その他の法令およ

び当社の定款上認められるその他の対抗措置を発動することが適切と判断された場合には当該その他の対抗

措置が用いられることもあります。
 

(3) 取締役の恣意的判断を排するための独立委員会、株主総会の利用
 

本対応方針においては、本対応方針の運用ないし対抗措置の発動等に関する当社取締役会の恣意的判断を排

し、その判断の合理性および公正性を担保することを目的として、独立委員会規程に従い、(i)当社社外取締役、

(ⅱ)当社社外監査役、または(ⅲ)社外の有識者（実績ある会社経営者、官庁出身者、投資銀行業務に精通する

者、弁護士、公認会計士および学識経験者等）で、当社経営陣から独立した者のみから構成される独立委員会の

客観的な判断を経ることとしています。また、これに加えて、独立委員会が株主総会の招集を勧告した場合には

株主総会を招集の上、同株主総会に対抗措置の発動に関する議案を付議することにより株主の皆様の意思を確

認することとしています。さらに、こうした手続の過程について、株主の皆様に適時情報を開示することにより

その透明性を確保することとしています。

なお、本対応方針の導入当初の独立委員会は、独立性の高い社外取締役および社外の有識者により構成され

ております。
 

(4) 本新株予約権の行使および当社による本新株予約権の取得
 

仮に、本対応方針に従って本新株予約権の無償割当てがなされた場合で、大規模買付者その他一定の者以外

の株主の皆様による本新株予約権の行使により、または当社による本新株予約権の取得と引換えに、大規模買

付者その他一定の者以外の株主の皆様に対して当社株式が交付された場合には、当該大規模買付者その他一定

の者の有する当社株式の議決権割合は、最大約50％まで希釈化される可能性があります。
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Ⅳ．上記Ⅱ．記載の取組みについての取締役会の判断
 

当社は、企業価値を安定的かつ持続的に向上させていくことこそが株主の皆様の共同の利益の向上のために最

優先されるべき課題であると考え、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の向上を目的に、上記Ⅱ．

記載の取組みを行ってまいりました。これらの取組みの実施を通じて、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共

同の利益を向上させ、その向上が株主および投資家の皆様による当社株式の評価に適正に反映されることによ

り、上記のような当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうおそれのある株券等の大規模

買付行為等は困難になるものと考えられ、これらの取組みは、上記Ⅰ．記載の基本方針に資するものであると考

えております。

したがいまして、上記Ⅱ．記載の取組みは上記Ⅰ．記載の基本方針に沿うものであり、株主の皆様の共同の利

益を損なうものではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

 

Ⅴ．上記Ⅲ．記載の取組みについての取締役会の判断
 

1) 本対応方針が基本方針に沿うものであること
 

本対応方針は、当社株券等に対する大規模買付行為が行われる際に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を

提案したり、あるいは株主の皆様がかかる大規模買付行為に応じるべきか否かを判断するために必要な情報や

時間を確保したり、株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企

業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保するための枠組みであり、上記Ⅰ．記載の基本方針に沿うもの

です。
 

2) 本対応方針が株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とす

るものではないこと
 

当社は、以下の理由から、本対応方針は、当社の株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の

役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。
 

(1) 株主意思を重視するものであること
 

当社は、平成20年５月15日開催の当社取締役会において、本対応方針の導入等に関する株主の皆様のご意思

を確認するため、平成20年６月27日開催の当社第79回定時株主総会に本対応方針に係る定款変更議案および本

対応方針の導入に関する議案を付議することを決定し、当該定時株主総会において、株主の皆様にご承認いた

だきました。

また、(i)当社株主総会において本対応方針を廃止もしくは変更する旨の議案が承認された場合、または(ⅱ)

当社株主総会において選任された取締役によって構成される当社取締役会において本対応方針を廃止する旨

の決議が行われた場合には、本対応方針はその時点で廃止または変更されることになり、その意味で、本対応方

針の導入および廃止は株主の皆様の意思に基づくものとなっております。

さらに、当社取締役会は、独立委員会による勧告を最大限尊重した上で、当社定款第13条第１項に基づき、本

新株予約権の無償割当てに関する議案を当社株主総会に付議することがあり、これにより株主の皆様のご意思

を直接確認することができることとしております。
 

(2) 買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること
 

本対応方針は、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に公表した「企業価値・株主共同の利益の確保

または向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（①企業価値・株主共同の利益の確保・向上

の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性確保の原則）を完全に充足しています。 
 

(3) 当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の確保または向上の目的をもって導入されたこと
 

本対応方針は、上記Ⅲ．1)に記載のとおり、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保しまた

は向上させることを目的として、大規模買付者に対して、当該大規模買付者が実施しようとする大規模買付行

為に関する必要な情報の事前の提供、およびその内容の評価・検討等に必要な期間の確保を求めるために、導

入されたものです。
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(4) 合理的かつ客観的な対抗措置発動要件の設定
 

本対応方針は、合理的かつ客観的な要件が充足されない限りは、対抗措置が発動されないように設定されて

おり、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みが確保されています。
 

(5) 独立委員会の設置
 

当社は、本対応方針において、本対応方針に定められた手続きに従って一連の手続が進行されたか否か、およ

び、本対応方針に定められた手続が遵守された場合に当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保

しまたは向上させるために必要かつ相当と考えられる一定の対抗措置を講じるか否かについての取締役会の

判断の合理性および公正性を担保するため、またその他本対応方針の運用ないし対抗措置の発動等に関する取

締役会の判断の合理性および公正性を確保するために、当社取締役会から独立した組織として、独立委員会を

設置しております。

かかる独立委員会の勧告を最大限尊重して当社取締役会が判断を行うことにより、当社取締役会による恣意

的な本対応方針の運用ないし対抗措置の発動を防止するための仕組みが確保されています。
 

(6) 当社取締役の任期は１年であること
 

当社取締役の任期は選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の

時までとされており、毎年の取締役の選任を通じても、本対応方針に対する株主の皆様のご意向を反映させる

ことが可能です。
 

(7) デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと
 

本対応方針は、本対応方針の有効期間の満了前であっても、当社株主総会が選任する取締役で構成された取

締役会により、いつでも廃止することができるものとされております。したがいまして、本対応方針は、デッド

ハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）では

ありません。

また、当社は期差選任制を採用していないため、改選期の定時株主総会における取締役選任議案によって取

締役会の構成員を一度に交代することができ、さらに、当社取締役の任期は選任後１年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであることから、毎年の定時株主総会で取締役の選

任議案が諮られます。そのため、本対応方針は、スローハンド型買収防衛策（取締役会の構成の交代により対抗

措置の発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

　

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費の総額は、43百万円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社朝日工業社(E00153)

四半期報告書

16/38



第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 78,198,000

計 78,198,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 34,000,000 34,000,000

東京証券取引所

（市場第一部）

大阪証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 34,000,000 34,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年10月１日～

平成21年12月31日
－ 34,000,000 － 3,857 － 3,013

 

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　1,053,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 32,746,000 32,746 －

単元未満株式 普通株式　　201,000 － １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 34,000,000 － －

総株主の議決権 － 32,746 －

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式661株が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名または名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社 朝日工業社

東京都港区浜松町

一丁目25番７号
1,053,000 － 1,053,000 3.09

計 － 1,053,000 － 1,053,000 3.09

(注)　当第３四半期会計期間末の自己株式数は1,054,015株であります。

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 312 350 366 400 396 385 383 376 383

最低（円） 294 307 309 360 375 349 338 333 345

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて記載しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、九段監査法人

による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 4,201 6,969

受取手形・完成工事未収入金等 29,426 32,979

製品 172 170

未成工事支出金 ※6
 10,303 8,273

仕掛品 1,282 788

材料貯蔵品 117 147

その他 4,967 2,274

貸倒引当金 △63 △74

流動資産合計 50,407 51,529

固定資産

有形固定資産 ※1
 5,196

※1
 5,392

無形固定資産 383 392

投資その他の資産

投資有価証券 5,558 5,185

その他 2,069 2,176

貸倒引当金 △125 △112

投資その他の資産計 7,502 7,248

固定資産合計 13,082 13,033

資産合計 63,490 64,563

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 ※7
 25,518 29,480

短期借入金 5,904 3,404

未払法人税等 146 806

未成工事受入金 5,737 5,228

引当金 200 143

その他 2,915 2,283

流動負債合計 40,422 41,345

固定負債

長期借入金 1,110 1,488

退職給付引当金 2,472 2,544

その他 267 359

固定負債合計 3,849 4,391

負債合計 44,272 45,737
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,857 3,857

資本剰余金 3,721 3,721

利益剰余金 11,664 11,400

自己株式 △375 △375

株主資本合計 18,867 18,604

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 432 308

為替換算調整勘定 △82 △87

評価・換算差額等合計 349 221

純資産合計 19,217 18,826

負債純資産合計 63,490 64,563
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 51,406 51,675

売上原価 46,530 46,581

売上総利益 4,876 5,093

販売費及び一般管理費 ※1
 3,900

※1
 3,708

営業利益 975 1,385

営業外収益

受取利息 12 1

受取配当金 186 129

その他 57 48

営業外収益合計 256 180

営業外費用

支払利息 106 73

その他 32 25

営業外費用合計 138 98

経常利益 1,092 1,466

特別利益

固定資産処分益 1 －

投資有価証券売却益 － 29

貸倒引当金戻入額 17 －

補助金収入 3 －

特別利益合計 23 29

特別損失

固定資産処分損 2 2

ゴルフ会員権評価損 1 10

投資有価証券売却損 9 －

投資有価証券評価損 425 53

特別損失合計 439 66

税金等調整前四半期純利益 676 1,429

法人税、住民税及び事業税 119 154

法人税等調整額 283 550

法人税等合計 403 704

四半期純利益 272 725
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 18,964 23,135

売上原価 17,029 20,664

売上総利益 1,934 2,471

販売費及び一般管理費 ※1
 1,287

※1
 1,192

営業利益 647 1,278

営業外収益

受取利息 2 0

受取配当金 42 40

その他 17 9

営業外収益合計 62 51

営業外費用

支払利息 36 23

その他 14 7

営業外費用合計 50 31

経常利益 659 1,298

特別利益

固定資産処分益 1 －

投資有価証券売却益 － 29

貸倒引当金戻入額 1 －

特別利益合計 3 29

特別損失

固定資産処分損 1 －

投資有価証券評価損 256 53

特別損失合計 258 53

税金等調整前四半期純利益 404 1,273

法人税、住民税及び事業税 40 81

法人税等調整額 164 508

法人税等合計 205 590

四半期純利益 198 683
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 676 1,429

減価償却費 303 314

有形固定資産処分損益（△は益） 1 2

ゴルフ会員権評価損 － 10

投資有価証券評価損益（△は益） 425 53

貸倒引当金の増減額（△は減少） △26 △7

退職給付引当金の増減額（△は減少） △116 △72

受取利息及び受取配当金 △198 △131

支払利息 106 73

投資有価証券売却損益（△は益） 9 △29

売上債権の増減額（△は増加） 5,809 3,593

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △7,106 △2,496

仕入債務の増減額（△は減少） △5,502 △3,962

未成工事受入金の増減額（△は減少） 4,376 509

その他 △1,116 △2,101

小計 △2,358 △2,813

利息及び配当金の受取額 198 131

利息の支払額 △107 △74

法人税等の支払額 △834 △1,323

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,102 △4,079

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △248 △26

有形固定資産の売却による収入 0 －

無形固定資産の取得による支出 △127 △104

投資有価証券の取得による支出 △9 △315

投資有価証券の売却による収入 11 127

投資有価証券の償還による収入 1,000 －

その他 50 △12

投資活動によるキャッシュ・フロー 677 △332

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,100 2,500

長期借入金の返済による支出 △378 △378

自己株式の取得による支出 △1 △0

配当金の支払額 △395 △461

その他 － △11

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,324 1,648

現金及び現金同等物に係る換算差額 23 △4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,077 △2,768

現金及び現金同等物の期首残高 6,124 6,969

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 5,047

※1
 4,201
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　　至　平成21年12月31日）

会計処理基準に関する事項

の変更

（1）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成20年９月26日）が

平成22年３月31日以前に開始する連結会計年度から適用できることになったことに伴

い、第１四半期連結会計期間から当会計基準を適用し、貯蔵品の評価方法を後入先出法

から移動平均法に変更しております。

なお、この変更による当第３四半期連結累計期間に係る損益への影響は軽微でありま

す。

 （2）完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、平成20年４月１日以後に新たに着

手した工事で、工事期間が１年以上でかつ請負金額が３億円以上の工事については工事

進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、第１四半

期連結会計期間から「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12

月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18

号　平成19年12月27日）が適用されたことに伴い、第１四半期連結会計期間に着手した

工事契約から当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認

められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その

他の工事については工事完成基準を適用しております。

なお、平成21年３月31日以前に着手した工事契約のうち、平成20年４月１日以後に新

たに着手した工事で、工事期間が１年以上でかつ請負金額が３億円以上の工事について

は工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を引き続き適用しておりま

す。

この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べて、当第３四半期連結累計期間に係

る売上高は3,976百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益が、

それぞれ333百万円増加しております。

また、セグメント情報に与える影響については、当該箇所に記載しております。

 

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　前第３四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりま

した「ゴルフ会員権評価損」は重要性が増加したため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。

なお、前第３四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「ゴルフ会員権

評価損」は１百万円であります。
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定しております。　
  
２　棚卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、第２四半期連結会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法によ

り算定する方法によっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関して、収益性の低下が明らかなものについ

てのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。
  
３　固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。
  
４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

　法人税の納付税額の算定に関して、加味する加減算項目や税額控除項目を重

要なものに限定する方法によっております。繰延税金資産の回収可能性の判

断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した

将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっておりま

す。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産減価償却累計額 ※１　有形固定資産減価償却累計額

3,659百万円 3,428百万円
  
　２　保証債務

従業員の銀行借入金に対し保証をしております。

　２　保証債務

従業員の銀行借入金に対し保証をしております。

87百万円 103百万円
  
　３　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。

　　　当四半期連結会計期間末における貸出コミットメント

に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

　３　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。

　　　当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る

借入未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 5,000百万円　

借入実行残高 －百万円　

差引額 5,000百万円　

貸出コミットメントの総額 5,000百万円　

借入実行残高 －百万円　

差引額 5,000百万円　
　  
　４　手形債権流動化による受取手形の譲渡高（2,789百万

円）のうち遡及義務として、704百万円支払留保されて

おります。

　４　手形債権流動化による受取手形の譲渡高（2,630百万

円）のうち遡及義務として、744百万円支払留保されて

おります。
  
５　輸出手形未決裁残高 23百万円 ５　輸出手形未決裁残高 23百万円

  
※６　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金は、これに対応する工事損失引当金２百万円を相

殺して表示しております。

―――――――

  
※７　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当四半期連結会計期間の末日は金融機関の休

業日であったため、次の満期手形が四半期連結会計期

間末日残高に含まれております。

支払手形 4百万円　

―――――――
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

従業員給料手当 1,438百万円　

退職給付費用 111百万円　

役員退職慰労引当金繰入額 42百万円

従業員給料手当 1,462百万円　

退職給付費用 134百万円　

役員退職慰労引当金繰入額 46百万円　

貸倒引当金繰入額 4 百万円
  
　２　当社グループのコア事業である設備工事事業につき

ましては、通常の営業形態として売上高が第３四半期

連結累計期間以降に偏る傾向があり、季節的変動があ

ります。

――――――――

 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

従業員給料手当 473百万円　

退職給付費用 36百万円　

役員退職慰労引当金繰入額 35百万円　

従業員給料手当 482百万円　

退職給付費用 45百万円　

役員退職慰労引当金繰入額 37百万円　

貸倒引当金繰入額 0百万円　
  
　２　当社グループのコア事業である設備工事事業につき

ましては、通常の営業形態として売上高が第３四半期

連結累計期間以降に偏る傾向があり、季節的変動があ

ります。

――――――――

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在） （平成21年12月31日現在）

 （百万円）

現金預金勘定 5,047

預入期間が３か月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 5,047

 

 （百万円）

現金預金勘定 4,201

預入期間が３か月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 4,201
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平

成21年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末
　

普通株式 34,000,000株 　

 
２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末
　

普通株式 1,054,015株 　

 
３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
 

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 461 14 平成21年３月31日 平成21年６月29日利益剰余金

　

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
設備工事事業
（百万円）

機器製造販売
事業(百万円)

計
（百万円）

消去または全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 15,334 3,630 18,964　 － 18,964　　

(2）セグメント間の内部売上高

または振替高
4 － 4 (4) －

計 15,339　 3,630 18,969 (4) 18,964

営業利益 571 76 647 － 647

 

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
設備工事事業
（百万円）

機器製造販売
事業(百万円)

計
（百万円）

消去または全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 21,874 1,261 23,135 － 23,135

(2）セグメント間の内部売上高

または振替高
2 － 2 (2) －

計 21,877 1,261 23,138 (2) 23,135

営業利益または営業損失(△) 1,355 △76 1,278 － 1,278

　　　　　　

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 
設備工事事業
（百万円）

機器製造販売
事業(百万円)

計
（百万円）

消去または全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 41,967 9,439 51,406 － 51,406

(2）セグメント間の内部売上高

または振替高
19 － 19 (19) －

計 41,986 9,439 51,426 (19) 51,406

営業利益または営業損失(△) 1,098 △123 975 － 975

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
設備工事事業
（百万円）

機器製造販売
事業(百万円)

計
（百万円）

消去または全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 47,858 3,816 51,675 － 51,675

(2）セグメント間の内部売上高

または振替高
13 － 13 (13) －

計 47,872 3,816 51,688 (13) 51,675

営業利益または営業損失(△) 1,733 △347 1,385 － 1,385
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          （注）１．事業区分の方法

日本標準産業分類に基づいて区分しております。
 

　　　　２．各区分に属する主要な事業の内容

設備工事事業 ：空気調和衛生設備の設計・監督・施工

機器製造販売事業 ：精密環境制御機器の製造販売
 

　　　　３．会計方針の変更による影響額

前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日）　

（完成工事高の計上基準の変更）

　従来、完成工事高の計上は、工事完成基準を適用しておりましたが、第１四半期連結会計期間よ

り、平成20年４月１日以後に新たに着手した工事で、工事期間が１年以上でかつ請負金額が３億円以

上の工事については、工事進行基準を適用することに変更いたしました。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間に係る設備工事事業

の売上高は265百万円増加し、営業利益は26百万円減少しております。　

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　従来、原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間に係る機器製造販売

事業の営業損失は17百万円増加しております。

　　

当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更）

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、平成20年４月１日以後に新たに着手した工事で、

工事期間が１年以上でかつ請負金額が３億円以上の工事については工事進行基準を、その他の工事に

ついては工事完成基準を適用しておりましたが、第１四半期連結会計期間から「工事契約に関する会

計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）が適用されたことに伴い、第１四半期連結会計

期間に着手した工事契約から当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が

認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事に

ついては工事完成基準を適用しております。

　なお、平成21年３月31日以前に着手した工事契約のうち、平成20年４月１日以後に新たに着手した工

事で、工事期間が１年以上でかつ請負金額が３億円以上の工事については工事進行基準を、その他の

工事については工事完成基準を引き続き適用しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べて、当第３四半期連結累計期間に係る設備工事事業

の完成工事高は3,976百万円増加し、営業利益は333百万円増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20

年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を

省略しております。

 

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20

年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日に比較して著しい変動がありま

せん。

 

（デリバティブ取引関係）

　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 583.31円 １株当たり純資産額 571.38円

 
　（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 19,217 18,826
純資産の部の合計額から控除する金額
（百万円）

－ －

普通株式に係る四半期連結会計期間末（連結会
計年度末）の純資産額（百万円）

19,217 18,826

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期
連結会計期間末（連結会計年度末）の普通株式
の数（千株）

32,945 32,948

 

２．１株当たり四半期純利益

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益 8.28円 １株当たり四半期純利益 22.01円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
　（注）　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益（百万円） 272 725

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 272 725

期中平均株式数（千株） 32,951 32,947

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益 6.03円 １株当たり四半期純利益 20.75円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
　（注）　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益（百万円） 198 683

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 198 683

期中平均株式数（千株） 32,949 32,946
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社朝日工業社(E00153)

四半期報告書

35/38



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年２月６日

株式会社朝日工業社

取締役会　御中
 

九段監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 淺　井　万　富　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 大　網　英　道　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社朝日工業社

の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社朝日工業社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、従来、完成工事高の計上は、工事完成基

準を適用していたが、第１四半期連結会計期間より、平成20年４月１日以後に新たに着手した工事で、工事期間が１年以上

でかつ請負金額が３億円以上の工事については、工事進行基準を適用することに変更している。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年２月５日

株式会社朝日工業社

取締役会　御中
 

九段監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 大　網　英　道　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 光　成　卓　郎　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社朝日工業社

の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社朝日工業社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更（２）に記載のとおり、第１四半期連結会計期間から

「工事契約に関する会計基準」を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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